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住友大阪セメント(株)と包括連携協定を締結します 
 
県と住友大阪セメント(株)は、相互の連携強化により、県民サービスの向上と地域の一層

の活性化に資することを目的として、下記のとおり包括連携協定を締結します。 
 

記 
 

１ 協定締結者 

  諸橋
もろはし

 央典
ひろつね

 住友大阪セメント株式会社 代表取締役 取締役社長   

    古田 肇  岐阜県知事 
 

２ 協定の概要 

  災害発生時における災害廃棄物の早期受入れ実現と県民の生活を支える様々な分野で

の連携 

〇災害時の早期復旧に関すること 

・災害廃棄物の受入れ調整及び円滑・迅速な処理 

・復旧工事におけるセメント及びセメント関連製品（補修材など）の情報提供 

〇廃棄物の資源化等による環境負荷低減に関すること 

・廃棄物のセメント資源化による環境負荷低減、緊急時の受入れ 

・技術的に処理方法が確立されていない廃棄物処理に関する検討 

〇地域の安全・安心及び青少年の健全育成に関すること 

・子どもや女性の安全・安心対策 

・学校への講師派遣や工場見学などを通じた環境学習、リサイクル教育への支援 

・高校生、大学生等を対象としたインターンシップの場の提供 

〇県産品の活用及び観光振興に関すること 

・本社などにおける本県物産展の開催 

・観光情報やキャンペーンなどに関するポスターやパンフレットの掲示 

・セメント工場の観光資源としての活用 

〇その他、地域社会の活性化に関すること 

 



＜参考：住友大阪セメント（株）の概要＞ 

 □企業情報 

・本  社：東京都港区東新橋１－９－２ 汐留住友ビル 20階 

・創  立：１９０７年（明治４０年）１１月２９日 

・代 表 者：諸橋
もろはし

 央
ひろ

典
つね

 

・資 本 金：４１６億円（令和５年３月末現在） 

・従 業 員：２，８９６人（令和５年３月末現在） 

・事業内容：セメント事業※、鉱産品事業、建材事業、光電子事業、新素材事業ほか 

※ セメント製造の際に廃棄物を再資源化することで持続可能な社会の形成に

貢献。災害等で発生した災害廃棄物についても、処理が可能なものを受入れ。 

□岐阜工場 

・所 在 地：本巣市山口１１ 

・操業開始：１９６０年（昭和３５年）１月 

・敷地面積：１２４，６３０㎡ 

・生 産 量：１０６．２万トン（令和５年度） 

・特  徴：住友大阪セメントの中部地区の拠点として、環境保全・高品質・高効率 

高省力・資源リサイクルによるプラントづくりを進めている。 

□他県における協定締結状況 

・県との協定締結は６例目（高知県、宮城県、栃木県、兵庫県、青森県 ※締結順） 

 


